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A.2.3 水害対応版 BCP作成のポイント

一般財団法人国⼟技術研究センター（JICE）は、災害時において社会経済の被害軽減・早期復
旧を図ることが重要であることから、そのための⽅策の１つである企業等の「事業継続計画（BCP）」の
作成促進に寄与するよう、WEBサイトにおいて、「 企業等における事業継続のための水害対応版BCP 
の取組について」「水害対応版BCP作成のポイント」「水害対応版BCP を作成している企業等の事例」
を紹介しています。 

「水害対応版 BCP 作成のポイント」には、「1.水害対応版 BCP の概要」「2.BCP 作成の流れ」がわ
かりやすく解説されています。 
目次 
１．水害対応版 BCP とは ２．BCP 作成の流れ 
(1) 事業継続計画（BCP）とは (1) 企業等の概要把握
(2) 水害対応版 BCP とは (2) 水害リスクの確認
(3) 水害対応版 BCP の必要性とは (3) 予警報と取るべき体制・行動
参考：近年の水害による被災事例 (4) 想定される被害とその対応の検討

(5) BCP 作成
記載内容の抜粋 

水害対応版 BCP 作成のポイントの URL https://www.jice.or.jp/bcp 

https://www.jice.or.jp/bcp
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